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被 控 訴 人. 
上記2名訴訟代理人弁護士 秋 野 卓 生
• 
同 有 賀 幹 夫
同 永 瀬 英 良E
同 吉 )1 幹 司
同 中 )1 藤 雄
??
同 内 回 倉J
同 森 回 桂
同 井 上 雅 之
‘同 大 友白 秀 同リ、
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， 
(7) 1 5頁8ff目の次に，次のとおり加える。
6 したがって，控訴人らは，被控訴λ4院に対し1702万5.510伺
の，被控訴人.に対し225万円の各損害賠償義務(連帯債務)を
負っているというべきであり，また，本件における損害は東北地方太
平洋沖地震を契機として発生したというべきであるから， J己記損害賠
償債務に係る遅延損害金の起算点については平成23年3月11日と
するのが相当である。
2 当審における当事者の主張に対する判断
被控訴人らは，当審における控訴人らの主張〈上記第2，3 (l)イ及びエ)に
ついて，時機に後れて提出された攻撃防御方法であり，民訴法157条に基づ
き却下すべきである旨主張する。
本件訴訟は，原審の第2回口頭弁論期日において弁論準備手続に付され， 3 
回の弁論準備手続期日を経た上で，第3回口頭弁論期日において弁論終結とな
り，第4回口頭弁論期日において原判決の言渡しがされたこと，及び，控訴人
らの上記主張は，当審において初めて主張されたものであることは記録上明ら
かであるから，このような本件訴訟の経緯に照らせば，当審において初めて控
訴人らに弁護士である訴訟代理人が就いたという事情を考慮してもなお，控訴
人らの上記主張は，時機に後れたものであり，控訴人らに，その提出について
少なぐとも過失があったといラべきである。そして，控訴人らの上記主張が，
虚偽の建築確認申請に基づいて建築された本件建物が本件被害の発生に影響を
及ぼしている旨の主張を含んでいるものと解する余地があることからすれば，
その主張の当否を判断するには，本件建物に係る建築確認申請をする際の，本
件擁壁の構造耐カ上の安全性についての萩島の認識及び被控訴人らの認識等に
関し，更なる主張，立証を尽くさせることが必要となることからすると，これ
により訴訟の完結を遅延させることとなるといわざるを得ない。
したがって，控訴人らの上記主張は，時機iこ後れて提出されたものとして民
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